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社会福祉法人東北福祉会  

認知症介護研究・研修仙台センター

センター長 加 藤 伸 司

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（以下、高齢者虐

待防止法）が平成 18 年 4 月に施行されて以降、厚生労働省では、「高齢者虐待の防止、

高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に基づく対応状況等に関する調査」として、

各年度の高齢者虐待防止・養護者支援に関する市区町村・都道府県等の対応状況等に関す

る調査を実施し、結果を公表してきました。

この調査について、当センターでは、平成 25 年度より、調査結果の集計や要因分析を

実施し、結果から抽出された課題やその改善策を共有するための研修会の開催や、冊子資

料の作成・公開を行ってまいりました。

平成 28 年度は、これまでの成果を踏まえ、高齢者虐待防止法に基づく対応状況調査デ

ータによる高齢者虐待の要因分析に加え、①現行の調査内容に関する課題を整理・検証し、

必要な調査設計の見直しを行って、調査方法等について具体的な提言を行うこと、及び②

調査分析結果の活用、及び地方自治体への還元を目的とした調査結果の公表方法、及び研

修会や資料提供等が継続的に行われる、調査の実施・集計分析と連動した調査結果の活用・

還元方法を提案していくことを目的とした調査研究事業を実施いたしました。またこの過

程で、調査の実施・集計分析と連動した調査結果の活用・還元方法の一策として、行政機

関・関係団体を主な対象とした研修会も開催させていただきました。

本報告書は、上記のように実施された調査研究事業の成果をとりまとめたものです。

高齢者虐待の問題は、依然として深刻な状況にあり、被害者が亡くなる事案や、施設等

の利用者が大規模かつ深刻な被害を受ける事案も発生しています。本研究事業の成果が、

今後の防止・対応施策の進展に少しでも役立てば幸いです。

平成 29 年 3 月
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